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*1）ＬＣＣＯ２：建設してから解体するまでの建築物の一生（これをライフサイクルと呼ぶ）で、排出される

ＣＯ２の量を足し合わせたもの。同様に、ＬＣＡ（ライフサイクルでの影響評価）、ＬＣＷ（ライフサイクルで

の廃棄物量）、ＬＣＥ（ライフサイクルでのエネルギー消費量）という用語も用いられる。

住宅分野における持続可能社会実現に向けた取り組み

－人口減少社会対応、ＬＣＣＯ２削減、住宅長寿命化の観点から－

住宅研究部長 松本 浩

概要

人口の減少が進行する中で持続可能な社会の構築が我が国の大きな課題となっている。

これらの課題については、様々な分野における多面的な対応が不可欠であるが、本稿で

は、住宅分野における取り組みについて、まず、人口減少社会に対応した郊外住宅地等の

再生・再編手法の開発や、ＬＣＣＯ２（ライフサイクルＣＯ２）
*1）

等の削減に向けた建築物

の環境性能向上のための計画技術の開発（「持続可能な社会構築を目指した建築性能評価

・対策技術の開発」）についての近年の研究成果を報告する。

さらに、「つくっては壊す」フロー消費型社会から「いいものをつくって、きちんと手

入れして、長く大切に使う」ストック型社会への転換に向けた、住宅の長寿命化について

の研究開発（「多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発」）の動向につ

いて報告する。

１．人口減少社会に対応した郊外住宅地等の再生・再編手法の開発

１－１．はじめに

我が国の人口は2004年をピ

ークに減少しており、世帯数

についても2015年以降減少に

転ずるものと見込まれている

（図１）。

このような状況の中で、開

発から時間の経過した郊外住

宅地等の多くでは、今後、世

帯規模の縮小や空き地・空き

家の増加が深刻化することが

必至である。郊外住宅地等に

おける大量の空き地・空き家 図１ 人口・世帯数の推移及び将来推計

の発生は、防犯性の低下や雑草の繁茂等による生活衛生環境の悪化のみならず、居住者の

減少による商業施設の撤退や公共バスサービスの縮小、コミュニティの低下などによる地
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域の衰退につながり、地域住民にとっては、生活の質（ＱＯＬ）の低下、行政にとっては、

対策コスト（行政コスト）の増大等による財政事情の悪化が懸念される。こうした状況に

おいて、衰退が懸念される郊外住宅地等の計画的かつ合理的な再生・再編を誘導していく

ことは、人口減少社会における住宅・都市政策上の大きな課題になると考えられる。

こうした認識に基づき、平成17年度から３箇年にわたって実施した本研究では、１）人

口・世帯の空間分布構造の変化に伴う将来行政コストの予測手法の開発、２）郊外住宅地

等の再生手法及び再生の費用便益の評価手法の開発、等を総合的に実施した。

１－２．成果の概要

大都市の郊外都市や地方都市の多くでは、居住地等の郊外への拡大が今なお続いている。

本研究においては、こうした都市構造において、今後本格的な人口・世帯減少社会を迎え

る中で、都市全域において必要となる将来行政コストの推計手法を開発した。これにより、

人口分布（居住地）の低密度化の一方での郊外化の進展や人口の高齢化等の進展が将来行

政コストに及ぼす影響について予測することが可能となった。

また、空き地・空き家の大量発生による衰退が懸念される郊外戸建住宅地について、地

域住民が主体となった再生に対する支援制度を検討するとともに、再生した場合の費用便

益の推計手法を開発した。これにより、再生計画を立案し、再生が実現した場合の行政及

び地域住民にとっての効果を客観的に評価することが可能となった。

さらに、これらを踏まえ、

郊外戸建て住宅地の再生に向

けて、地域住民が主体的に作

成した再生計画を行政に提案

し、その再生の効果（費用便

益）を行政が客観的に評価し、

地域住民の取組みを支援する

仕組みとして「郊外住宅地再

生計画提案制度」を提案した

（図２）。また、こうした制

度を運用するための技術的ツ

ールとして、地方公共団体向 図２ 郊外住宅地再生計画提案制度のイメージ

けの「都市全域の将来行政コスト推計マニュアル」、地域住民及び地方公共団体向けの「郊

外住宅地等の再生の費用便益評価マニュアル」の案を作成した。

一方、郊外団地型マンションについては、建替えや減築を含む多様な改修をミックスさ

せて再生するための制度スキームについて検討し提案した。その成果を踏まえ、制度化を

視野に入れつつ検討を発展的に継続している。
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１－３．研究の内容

１－３－１．人口・世帯の空間分布構造の変化に伴う将来行政コストの予測手法の開発

将来行政コストの予測手法の開発にあたっては、

まず、市域の中の地区単位別の将来人口・世帯数

の推計手法を開発し、これを基に、９項目の行政

サービスを対象に、平成37年までの今後20年間の

将来行政コストの推計手法を開発した（図３）。

推計手法開発にあたっては、理論的検討と実際

の都市（福井市及び木更津市）で利用可能なデー

タを用いたモデルスタディとを一体的に実施した。 図３ 将来行政コストの予測手法

モデルスタディ対象の２都市

における試算結果は、９項目全

てにおいて、生産年齢人口一人

あたりコストが将来的に悪化し

ていくとの結果となった（図４）。

また、モデルスタディ対象の

２都市を、中心市街地、郊外部、 図４ 生産年齢人口一人あたり行政コストの推計

その他の３地域に分割し、各地

域における生産年齢人口一人あ

たりの将来行政コストを分析し

た結果、中心市街地ではほとん

ど増加しないのに対し、郊外部

のコスト増加が顕著であること

が示された（図５）。このよう

な観点からも、郊外部の住宅地

の適切な再生及び再編の必要性 図５ 地域別の生産年齢人口一人あたり訪問介護等コストの推計

が指摘できよう。

１－３－２．郊外住宅地等の再生手法及び再生の費用便益の評価手法の開発

郊外住宅地等の再生の費用便益評価手法の開

発にあたっては、理論的検討と実際の住宅団地

（木更津市のＳＩ団地：昭和40年代後期開発の

戸建て住宅団地。面積約72.5ha）を対象とした

モデルスタディを一体的に実施した（図６）。

研究のプロセスとして、まず、モデルスタデ

ィ団地の居住者及び空き地・空き家の所有者等

に対する団地の再生に係る意向調査を実施し、 図６ 住宅地再生の費用便益評価手法

次に、地域住民とのミニワークショップを行い、団地の再生シナリオを設定し、再生計画
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を作成した。①現居住者の社会的転出を抑制す

るための再生、②地域住民等が空き地・空き家

を有効活用する再生、を再生のシナリオに掲げ、

具体の再生メニューとして、物的環境、生活環

境の再生メニューを設定した（図７）。

次に、設定した個々の再生メニューの実施に

よるアウトカム効果（人口・世帯数の減少抑制

効果、空き地・空き家の発生抑制効果等）を推

計するとともに、再生により住宅地全体として 図７ 住宅地再生のシナリオとメニューの設定

期待されるアウトカム便益について推計した。

便益の推計にあたっては、まず、「チェーンモデル（ロジックモデル）」を作成し、再

生の便益項目を抽出した。この際、便益の帰属先について「行政の帰着便益」と「地域住

民の帰着便益」とに区分して整理した（図８）。

図８ チェーンモデル作成による住宅地再生の便益項目設定手法

次に、抽出した各便益項目にについて、推

計モデルを構築し、原単位を収集し推計を行

った。その結果、再生により得られる便益（

２０年間の総便益の現在価値）は、行政にと

っての便益が約１．５億円、地域住民にとっ

ての便益が約１．９億円となった（図９）。

同様にして再生に要する費用を推計した。

地域住民による空き地・空き家の活用やＮＰ

Ｏ等の各種活動に対する行政支援がないと仮定 図９ 住宅地再生の便益の推計
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した場合、行政が負担する費用は０．３億円、

地域住民が負担する費用は１．７億円となった。

地域住民が主体となって実施する再生によ

り、行政にとっては費用便益差１．２億円の利

益が生ずるのに対し、地域住民にとっての費用

便益差は０．２億円と小さいものにとどまり、

費用便益比はそれぞれ４．９５、１．１２とな

る（図10）。

この場合、地域住民による再生の実現により 図10 行政の支援内容に応じた支援額の推計

行政は大きな利益を得ることから、想定される費用便益差の範囲内で行政が地域住民によ

る再生の取組みの支援（空き地・空き家の利用に対する補助、自治会やＮＰＯ等の活動に

対する補助等）を行うことにより、再生を促進し具体化するといった施策選択が考えられ

ることとなる。

１－３－３．郊外団地型マンション再生スキームの提案

郊外団地型マンションの再生に当たっては、

区分所有法第70条による団地内建物の一括建替

えは郊外型の大規模団地では実務上適用が難し

いことから、建替え・改修・存置等の組合せ（ミ

ックス）による団地再生を考えていく必要があ

る。

しかしながら、現行の区分所有法では、個別

の決議又は同意を積み重ねる必要があり安定性

に欠ける、団地建物所有者の多様な意向を反映 図11 郊外団地型マンションの

しづらい等の課題がある（図11）。 ミックス再生の課題

このため、団地型マンションの再生制度について幅広く検討し、区分所有法制度の新た

なスキームとして、特別多数決による「改修再生決議」制度（図12）及び団地の「一括再

生決議」制度（図13）のスキームを提案した。

図12 特別多数決による「改修再生決議」 図13 団地の「一括再生決議」

制度のスキーム提案 制度のスキーム提案
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また、これに対応した新たな事業スキーム

として、マンション建替え円滑化法の制度に

準じて、法人格を有するマンション（団地）

再生組合の設立、再生前のマンションに係る

権利の再生後のマンション（団地型の場合、

再生を実施しない存置棟を含む）への一括権

利変換制度等からなる、「マンション再生円

滑化制度」（図14）のスキームを提案した。

図14 マンション再生円滑化事業制度のスキーム提案

１－４．今後の取り組み

本研究成果を活用して、多様な再生計画に基づく費用便益の推計事例が蓄積され、郊外

住宅地等の再生が実現されることを期待している。このため、国土交通本省及び地方公共

団体等に対し、提案している「郊外住宅地再生計画提案制度」に係る情報提供を図るとと

もに、その技術的ツールである「都市全域の将来行政コスト推計マニュアル」及び「郊外

住宅地等の再生の費用便益評価マニュアル」を精査し、できる限り速やかに公表する予定

である。

また、郊外団地型マンションの再生について、本研究でのスキーム提案を踏まえ、制度

化に向けた情報発信及び発展的検討を継続していく予定である。

一方、本研究では、郊外化等による将来の行政コスト予測手法、個々の郊外住宅地等を

再生した場合の費用便益の評価手法を開発することができたが、個々の住宅地の再生等を

通じて、都市全体の構造（居住地立地）を再編していく手法開発については残された課題

である。このため、平成20年度から、新たに「人口減少期における都市・地域の将来像ア

セスメントの研究」を開始した。拡散型の都市構造を集約型都市構造へと再生・再編する

ための施策評価手法を開発することとし、評価手法の柱の一つとして本研究の成果を発展

させ、活用する予定である。
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２．持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発

２－１．はじめに

京都議定書の発効を受け、業務部

門・家庭部門のエネルギー消費量の

増加とそれに伴うＣＯ２排出が重大

な課題として認識され、建築分野に

おけるＣＯ２排出の絶対量抑制への

取組みが強く求められている（図15

及び図16）。他方、循環型社会の形

成に向けて廃棄物・リサイクル対策

が喫緊の課題とされるなか、建設廃

棄物が約4割を占める最終処分場問

題の深刻さが増し、廃棄物排出につ 図15 エネルギー起源ＣＯ２の部門別排出状況と2010年目標

いての対応が緊急に求められている。

このような状況を踏まえ、地球環

境への影響を評価する指標として

ＣＯ２排出量と固形廃棄物排出量（最

終処分量）を扱い、環境性能の優れた 図16 建築関係のCO2及び廃棄物の排出量

建築物、とりわけライフサイクル全体を通じたＣＯ２と廃棄物の排出量の少ない建築物の

供給が促進される社会的枠組みの構築を目指して、科学的裏付けとなるエネルギー消費等

の現状分析と排出量削減対策の定量的評価手法等の開発を行うため、国土交通省総合技術

開発プロジェクト「持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発」を平

成16年度から18年度までの３年間にわたって実施した。研究実施にあたっては、技術開発

検討会（村上周三座長（現独立行政法人建築研究所理事長））の指導、助言の下で行った。

２－２．成果の概要

建築物の設計段階において、ライフサイクルにおけるＣＯ２と廃棄物の排出量（ＬＣ-

ＣＯ２とＬＣＷ）を算出する手法及び排出量削減に資する対策技術選択のための設計支援

システムを開発した。

建築物の環境性能評価に関わる研究は、これまでも多方面で取り組まれてきているが、

建築設計の初期段階で行う環境性能の評価は、主に多様な性能項目に関する評価を総合す

る定性的な評価体系に関する研究や、統計的な集計に基づく概算値による定量的な推計手

法が中心であり、概略設計の設計内容を反映した環境負荷の定量算出を行うためのデータ

整備が不十分で、設計段階においてＣＯ２排出量を効率的に算出するのは不可能であった。

そこで、運用時の実績データの取得や解体実態の調査により、ＣＯ２と廃棄物の排出に

かかる詳細なデータを取得・整備し、こうしたデータの詳細な検討に基づいて、簡便なが

ら一定の精度を有する排出量の算出手法を開発した。これにより、従来、用途と床面積を

指標として一律に計算されていた排出量推計値に対して、建築設計と設備システムの設計
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内容に即した算出できるようになった。さらに、この算出手法を建築設計実務において実

用化するために、建築、設備の設計や性能評価に関わる技術者などに向けて、パソコン上

でも計算可能なソフトを開発するとともに、概略計算用データを裏付けるＣＯ２と廃棄物

の詳細データを整備した。

２－３．技術開発の内容

本技術開発は、従来、十分に整備されていなかったデータ取得のための調査を重点的に

進め、得られたデータの解析を進めつつ、排出量算出手法の開発を行い、算出計算のロジ

ックをプログラム化する、という手順で設計支援システムの開発を実行した。

本プロジェクトの技術開発成果は以下の通りである。

２－３－１．設備を中心としたＬＣＣＯ２算出手法の開発

ＣＯ２排出量算定にかかる建材・設備機器インベントリの整理、及び、実績エネルギー

消費データ等の詳細な分析に基づく運用時のエネルギー消費量推計手法の検討を中心に、

ＬＣＣＯ２の算定手法を開発した（図17）。

運用時のエネルギー消費量 及びＣＯ２排出量の予測手法について、実績データに基づい

て精査を行って構築している点と、設備機器の製造・更新・廃棄に係るＣＯ２排出につい

て、複数の既往データ、研究成果および設計資料を統合し、より多くの設備や関連資材に

まで範囲を広げている点が、今回の技術開発の特徴である（図18及び図19）。

図17 LCCO2およびLCEの検討概要

図18 空調・換気のCO2予測算出フレーム

図19 照明・EV・動力のCO2予測算出フレーム
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２－３－２．建築物の資源投入量の把握による廃棄物排出量の算出手法の開発

廃棄物排出量算定にかかる建材・設備機器インベントリの整理、解体実績データの分析

と解体シナリオに基づく廃棄物・副産物量推計手法の検討を中心に、ＬＣＷの算定手法を

開発した。

建材・設備機器のインベントリ整理に関して、建築コストの積算に用いる書式、項目名

称、数量算出単位との整合を図り、将来的なＣＡＤデータとの統合を含めて算定手法を構

築している点と、修繕・更新を考慮したライフサイクルシナリオや廃棄物処理の実態に基

づいた分別シナリオを作成し

ＬＣＷの算定条件の明示化を図っ

ている点が、今回の技術開発の特

徴である（図20及び図21）。

図20 ライフサイクルにおける廃棄物排出量算出の全体フロー 図21 LCWに係る算出例

２－３－３．設計段階における排出量算出と低減技術選択のための支援ツールの開発

設備を中心とした運用時のエネルギー消費に伴う排出量の算出及び建物の資源消費に伴

う排出量の算出の推計手法の開発成果の適用と、資源投入量把握へのＣＡＤデータの活用

を中心テーマとして、建築物の設計図書やＣＡＤデータから、ＬＣＥ 、ＬＣＣＯ２と

ＬＣＷを算出する設計支援シ

ステム（BEAT*2)-Bldg）を開

発した（図22及び図23）。

図22 設計支援システムの概念図 図23 CAD入力例
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これまで、設計段階におけるＬＣＡ手法（ＬＣＣＯ２算出）は、建物用途、規模、標準

的な使用モデルにより、ごく大まかな推計に留まっていた。今回、運用時のエネルギー消

費の実態把握と、データ解析に基づいた推計式の開発により、外壁や設備仕様等の設計内

容や建物の使用時間の実態に即したエネルギー消費・ＣＯ２排出量の推計が可能となった

（図24）。

図24 ライフサイクルにおけるLCE、LCCO2とLCW

また、建物を構成する建材・機器について、従前、床面積当たりの資材消費量を統計的

な推計式で求めていたため、設計の違いが資源消費の大小にほとんど反映されていなかっ

た。本研究では、ＣＡＤデータとも連携できる建物の部位毎の資源消費のデータを詳細設

計のデータから生成した部品・部材リストを開発することにより、建物の大まかな形状・

寸法が決まる設計の初期段階でも、一定の精度で資源消費量を算出し、対応する原単位か

らＣＯ２排出量と廃棄物排出量の算出が可能となった。

これら推計精度が向上したことは、学術的・科学的意義が大きいだけでなく、建設時の

イニシャルコスト、エネルギー消費によるランニングコスト、さらに、解体時の廃棄物処

理・再資源化コスト等の適正な把握の面でも重要であり、建築設計実務における技術活用

による地球環境への影響の低減が期待される。

*2)BEAT：Building Environment Assessment Tool の略。

「省資源・省エネルギー型国土建設技術の開発」（建設省総合技術開発プロジェクト 平成3～6年度）で開発

されたツールであり、建築のLCA算出手法を体系づけたもの。
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２－４．技術開発成果の普及

技術開発成果として、地球環境への影響を計る指標であるＬＣＣＯ２とＬＣＷを、建築、

設備の設計者が設計内容に即してパソコン上で簡便に算出し、自らの環境対策の効果を定

量的に確認できるソフトウェア（BEAT-Bldg）を開発・公開した。

開発した算出手法・ソフトウェアが、幅広い対象において適用されることにより、単位

あたり（例えば、 Kg/㎡・年 ）のＬＣＥ 、ＬＣＣＯ２とＬＣＷの一般的な値が把握でき

るようになる。

なお、建築物総合環

境性能評価手法

（CASBEE-新築）（図25）

では、CASBEEの評価項

目の結果から自動的に

計算されるライフサイ

クルＣＯ２の評価方法

を「標準計算」と呼び、

評価者自身により詳細

なデータ収集と計算に

基づく精度の高いＬＣ- 図25 建築物の総合環境性能評価手法（CASBEE）の概要

ＣＯ２を算出した場合を「個別計算」による評価としている。本総プロで開発した算出手

法・ツールは、CASBEE-新築の「個別計算」に相当するものである。

現時点では、建築事例への適用・検証は未だ十分ではないため、今後、ユーザーへのヒ

アリング・情報交換等に基づき、算出手法の精度や感度の向上に向けたデータ・プログラ

ムの改良を加えるとともに、実務への継続的なツールやデータの提供の方法・体制につい

て、検討・整備を進めていく予定である。
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３．多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発

３－１．はじめに

「つくっては壊す」フロー消費型の社会

から「いいものをつくって、きちんと手入

れして、長く大切に使う」ストック型社会

への転換のために、住宅の長寿命化（いわ

ゆる200年住宅）の促進が大きな政策課題

となってきている。

このため、社会資本整備審議会住宅宅地

分科会答申「長期にわたり使用可能な質の

高い住宅を整備・普及させていくために講

ずべき方策」（平成20年２月）を踏まえ、

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律

案」を国会に提出するとともに、住宅の長

寿命化促進税制等の税制措置、超長期住宅

先導的モデル事業等の予算措置等により、

その促進が図られているところである（図

26及び図27）。

このような状況の中で、国土技術政策総

合研究所では、平成20年度より３箇年の計 図26 住宅長寿命化に関する取組の経緯

画で、住宅の長寿命化を図るための総合技

術開発プロジェクト「多世代利用型超長期

住宅及び宅地の形成・管理技術の開発」（以

下「多世代利用総プロ」という）を開始し

た。

この多世代利用総プロにおいては、多世

代にわたって利用可能な社会的資産となり

うる「多世代利用型超長期住宅」の実現に

向けて、①形成技術、②改修・改変技術、

③管理技術、④宅地等基盤整備技術、の４

つの研究開発課題に取り組みこととしてい

る。

３－２．研究の概要

多世代利用総プロにおいては、住宅の長

寿命化を図るための高度な耐震性・耐久性

・可変性・更新性と優れた維持管理性能を 図27 長期優良住宅普及促進法案概要
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備え、多世代にわたっ

て利用可能な社会的資

産となりうる新しい住

宅像を「多世代利用型

超長期住宅」（以下「多

世代利用住宅」とい

う。）と定義し、多世

代利用住宅（共同住宅

及び戸建住宅）とそれ

を支える宅地・街区レ

ベルでの目標性能水準

を明らかにするととも

に、その実現に向けて、

新築時の設計・建設・

維持管理に係る技術開

発を、ハード及びソフ

ト両面から実施する。

また、既存住宅につ

いては、その保有性能

に応じて長寿命化改修

を実施する際の目標性

能水準を明らかにする

とともに、長寿命化改

修を促進するための技

術開発をハード及びソ

フト両面から実施する（図28）。 図28 多世代利用総プロの概要

研究のポイントは、以下の通りである。
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３－３．研究の進め方

多世代利用総プロの実施にあたって

は、技術開発検討会（座長：深尾精一

教授（首都大学東京））のもと、５つ

の部門を設け、それぞれが連携を保ち

つつ、研究開発を進めていくこととし

ている（図29）。

なお、10月10日に第１回の技術開発

検討会を行ったところである。

図29 ５つの研究部門の相互関係

３－３－１．形成・管理システム部門

社会的資産となりうる多世代利用住宅の実現に向けて、多世代利用住宅（共同住宅及び

戸建住宅）とそれを支える宅地・街区レベルでの目標性能水準について検討するとともに、

既存住宅について、保有性能に応じた長寿命化改修を促進するための目標性能水準を明ら

かにする。

また、多世代利用住宅（共同住宅）に適した供給手法（不動産の所有・権利システム）、

既存住宅の保有性能に応じた長寿命化改修の普及促進方策、建設後の長期にわたる適正な

維持管理の担保方策等のソフト面での研究開発を行う。

３－３－２．診断・改修技術部門

既存共同住宅の改修の促進に向けて、既存建物の劣化診断技術（目視を支援する内視鏡

やロボット、非破壊検査法、破壊を伴う検査法等）の評価及び耐久性能の評価手法の開発

を行うとともに、改修時の目標性能水準を具体化する改修技術の評価及び改修後の仕様基

準等のハード面での研究開発を行う。

３－３－３．管理技術部門

技術者の目視等に基づく点検、診

断方法を代替又は補完する新たな建

物診断技術として、情報通信技術を

利用したヘルスモニタリング技術に

着目し、住宅スケルトン（構造・共

用設備）の健全性評価に適用するヘ

ルスモニタリングシステム、及びモ

ニタリングにより得られたデータの

建物管理への活用手法を開発する（図

30）。 図30 ヘルスモニタリング技術のイメージ
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３－３－４．宅地技術部門

多世代利用住宅を支える宅地等基盤の

安全性の確保のため、環境にやさしい耐

震対策技術として、空気注入による液状

化抑制技術の開発を行う。また、幹線道

路地下と建築物内をつなぐエアポケット

領域を着眼点として、超長期メンテナン

スを容易化するライフライン共同埋設収

容設備の標準設計を開発する。

なお、空気注入法による地盤液状化対

策の実大振動実験については、９月30日

に第１回実験を行ったところである（図

31）。 図31 空気注入法による地盤液状化対策の実大振動実験概要

３－３－５．戸建て木造技術部門

戸建て木造住宅について、当該住宅の固有の長寿命化の意義と効果の整理や、長寿命化

の実現のための条件・要点を明確にしたうえで、多世代利用住宅としての新築住宅及び既

存住宅の実現のための設計・施工・管理等指針（改修・流通を含む）の開発を行う。

３－４．成果目標

この多世代利用総プロの研究開発成果としては、以下のような事項を目標として考えて

いる。

(1) 社会的資産となりうる多世代利用住宅の形成（新築及び既存住宅の長寿命化）に向け

た指針等の提示

① 多世代利用住宅とそれを支える宅地・街区の設計及び管理の指針を提示する。

② 戸建て木造住宅について、長寿命化のための設計・施工・管理等の指針を提示する。

③ 既存住宅の保有性能や仕様に応じた改修時の目標性能水準とその改修技術を提示す

る。

(2) 多世代利用住宅（住宅の長寿命化）を実現するソリューション技術の提示

① 多世代利用住宅の初期取得コストの上昇をカバーし、超長期にわたる維持管理体制

の持続化を容易にする事業手法として利用権制度を提案し、実現化に向けた不動産法

制度、管理システム等を提示する。

② 既存住宅の改修の円滑化に向けて、既存住宅の耐久性の評価手法、改修の費用便益

の評価手法を提示する。
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③ センサによる観測データに基づく建物診断技術として、住宅スケルトンの健全性評

価に適用するヘルスモニタリング技術システムを提示する。また、モニタリングによ

って得られたデータを活用した維持管理手法を提示する。

④ 多世代利用住宅を支える宅地の安全性の確保のため、環境にやさしい耐震対策技術

として、空気注入による液状化抑制技術を提示する。

⑤ 戸建て木造住宅の「住み継ぎ」が容易になるよう、点検、補修・交換しやすい設計

・仕様等を提示する。また、既存戸建て木造住宅の性能向上リノベーションを支える

仕組みを提示する。

おわりに

住宅分野における持続可能社会実現に向けた取り組みの観点から、人口減少対応及び

ＬＣＣＯ２（ライフサイクルＣＯ２）削減に関する近年の研究成果及び住宅長寿命化に関す

る新たな研究開発の動向について報告した。

いずれのテーマも日本の直面する大きな課題に関わるものであり、今後とも、継続的な

研究を進めるとともに、研究成果が住宅施策や住宅生産の場に役立つよう、関係機関との

密接な連携や積極的な情報発信を行っていきたいと考えている。

なお、「２．持続可能な社会構築を目指した建築性能評価・対策技術の開発」で紹介し

た「地球環境への影響を計る指標であるＬＣＣＯ２とＬＣＷを、建築、設備の設計者が設

計内容に即してパソコン上で簡便に算出し、自らの環境対策の効果を定量的に確認できる

ソフトウェア（BEAT-Bldg）」については、国土技術政策総合研究所ホームページ内の

「http://www.nilim.go.jp/lab/ieg/beat.htm」にて公開している。

また、「３．多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発」で紹介した技

術開発検討会における資料等についても、同じく、

「http://www.nilim.go.jp/tasedai/portal.htm」にて公開している。

－ 114 －




